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１．はじめに
「公害健康被害の補償等に関する法律（以下、公健法）」は、大気汚染公害による健康被害者の救済を目的として、昭和49年から施行されたが、昭和63年以後法改正により、第一種地域が指定解除され、新規患者の認定が行われなくなった。制度創設から30年を経て、平成15年３月末現在、全公害病認定患者54,819名のうち41％が60歳以上となり、患者が高齢化している。患者の加齢に伴い、公健法において捕捉すべき課題の把握および効果的な施策の検討が求められている。

 

２．目的
本調査では、公害病認定患者を対象として、現在の生活および療養実態を総合的に把握することにより、とくに介護サービスに関するニーズや課題について明らかにし、患者の今後の療養生活の向上に資する施策を検討することを目的とした。

 

３．対象者と調査方法
本調査では、大阪市西淀川区（旧第一種地域）の公害病認定患者等で構成される「西淀川公害患者と家族の会」会員のうち、平成15年7月1日時点で公健法による認定患者193名を対象とした。

方法は、調査員による面接聴取を基本として、患者の居住地に比較的近い場所での懇談形式によるグループからの聞き取り（129名）と、自宅への訪問による個人からの聞き取り（5名）により実施した。また、日程や仕事の都合および居住地が遠方のため聞き取りに参加できなかった患者には、郵送による配布回収法（58名）により、調査への協力を呼びかけた。

 

４．結果
（１）回答者の基本属性
本調査の回答者の性別は、男性64名（33.2％）、女性が128名（66.3％）であった。年齢構成は、70代が最も多く65名（33.7％）であった。最少年齢は19歳、最高年齢は94歳、平均年齢は69.2歳であった。居住場所は、「自宅」が172名（89.1％）と最も多く、「病院に入院中」が3名（1.6％）、「老人保健施設に入所中」が2名（1％）であった。世帯構成（同居人数）は、「2人暮らし」が最も回答が多く83名（43％）、「独居」は45名（23.3％）であった。

 

（２）公害病の症状
回答者の公害病による障害の程度（障害等級）は、重症区分の順に、1級が3名（1.6％）、2級が44名（28％）、3級が138名（71.5％）、等級外、無回答が各4名（2.1％）であった。

公害病の症状は、5年前と比較して「悪くなった」が70名（36.3％）、「変わらない」が101名（52.3％）であった。一番辛いと感じる公害病の症状を複数回答でたずねたところ、「ぜん息発作」との回答が86名（44.6％）で、セキやタンなどで苦しむ患者もそれぞれ72％を占めていた。「一番辛いと感じる症状がおこる頻度」については、93名（48.2％）が「毎日」と答え、以下、「週1回」が34名（17.6％）、「月1～2回」が32名（16.6％）と回答した。最近1年以内（平成14年7月～平成15年6月）に、公害病の治療のために救急搬送された患者は44名（22.8％）にのぼり、入院経験のある患者も20名（10.4％）となっていた。

調査結果から、慢性気管支炎や気管支ぜん息などの呼吸器疾患により、セキやタン、息切れや発作がおこるなどの症状が増悪し、日常生活における身体強度や機能が低下するなど精神的苦痛を伴う被害（不利益）を被っており、加齢により、さらに悪化している公害病患者の実状が裏付けられた。とりわけ、「病院と家の往復以外にはどこにもいけないほど歩くのが辛い」、「私たちは常に治療を受けなくてはいけない」、「一生ぜん息が治らないように感じる」などの自由記述意見からも、病気の治療に1日の多くの時間を費やし、生活上の負担となっていることがわかった。

 

（３）日常生活の実態と不安
ADL（日常生活動作）については、44名（22.8％）が「外出時に介助を受けている」または「外出できない（寝たきり）」、34名（17.7％）が「日常生活において介助を受けている」または「外出できない（寝たきり）」と答えた。現在、不自由や不便を感じている他病については、回答の多い順に「関節痛等」が94名（48.7%）、「白内障等」が66名（34.2％）、「高血圧」が53名（27.5％）となっていた。また、99名（51％）が「自分のセキや苦しい呼吸が、他の人の前で気が引ける」、80名（41.5％）が「何かをしようとしても、発作がおこるのではないかと気になる」と回答していることから、患者の日常生活の実態としては、公害病と他病の併発により、家事援助や身体介護に対するニーズが高いと思われた。また、呼吸器症状の増悪に対する不安感が大きく、常にストレスと対峙している状況が伺えた。

 

（４）介護保険制度およびサービスの活用状況
公害病による被害や日常生活上の負担を解消する社会資源として、介護保険制度によるサービスの活用が想定される。以下では、調査結果で明らかになった利用実態を踏まえて、患者の療養生活の向上に寄与する有効な制度およびサービスのあり方を考察する。

本調査において、介護保険認定を受けている患者は58名（30.1％）、受けていない患者は117名（60.6％）であった。認定を受けている58名のうち、現在の要介護度は「要介護1」が16名、「要支援」が13名、「要介護5」が5名、「要介護2」、「要介護3」が各2名、「要介護1」が1名であった。また、「自立（非該当）」と認定された患者は11名であった。

要介護認定を受けている39名に対して、最近1年間で利用した介護保険サービスについて複数回答でたずねたところ、回答の多い順に「訪問介護」が23名、「デイサービスやデイケア」が11名、「福祉用具のレンタル」が7名、「老人保健施設への入所」が5名となっていた。介護保険認定を受けていない理由については、「本人で対応できる」が47名、「家族で対応できる」が21名となっており、「公害病というのを人に言いにくい」患者が「公害病のことで相談できる」と回答した「家族・親族」に援助を求めていることが分かった。

 

（５）介護保険制度およびサービスへの期待
介護保険制度やサービスについては、「とくに困っていることはない」が56名（29％）、「介護サービスを利用したことがないのでわからない」が52名（29.2％）と、利用頻度が低いため、改善点について思いあたらない様子が伺えるものの、「介護スタッフが公害病や発作のことを知らない（11名）」、「発作などの緊急時に介護スタッフが対応できない（3名）」などの意見があった。また、「介護保険サービスの利用料の支払が負担（15名）」や「介護保険サービス利用料の無料化を希望する（119名）」などの回答から、費用負担の軽減を求める要望が多くみられた。

また、サービス内容については、「患者が受けたいサービスが受けられない」、「要介護度が低いのでサービスが利用できない」、「ホームヘルパーの教育に公害病のことを取り入れてほしい」など、公害病の特性を踏まえた介護支援が求められている。

 

５．結論
以上の結果から、疾病の発症から30年以上経った現在でも、公害病患者がぜん息発作等の慢性化した呼吸器症状に苦しんでいること、高齢化が進み他病を併発し、日常生活においてますます療養が必要な状況になっていることが明らかになった。介護支援施策の検討にあたっての課題としては、介護保険制度の要介護認定区分は身体機能を中心に判定され、日内変動や呼吸困難により生活範囲の限定が反映される項目がないため、呼吸機能障害をもつ患者の介護度が軽くなる事例が多くみられること、公害患者は医療行為が常に必要となる場合が多いことから、利用希望のある介護サービスと実際のサービス内容に齟齬があり、家事援助や身体介助などが効率的に機能していないこと、利用経験が不足しているためサービス内容が周知されていないことなどが示唆された。

 

６．おわりに
今後の検討課題として、下記の点を提起したい。

（１）65歳以上の全公害病認定患者を対象として平成16年2月に環境省が実施した「公健法による被認定者の生活実態に関するアンケート」調査結果との比較・分析

（２）聞き取り調査による実態把握－特に介護支援の現状および要望に関する事例－

（３）医療機関における認定患者の公害医療受診状況の実態把握

